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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅤ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，真空破壊弁が設計用地震力に

対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。 

真空破壊弁は設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては

常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基準対象

施設及び重大事故等対処設備としての構造強度及び動的機能評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

真空破壊弁の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

真空破壊弁は原子炉本体

の基礎に支持される。 

真空破壊弁は，原子炉本

体の基礎と一体構造とな

っており，鉛直方向荷重

及び水平方向荷重は，原

子炉本体の基礎あるいは

原子炉格納容器底部を介

して原子炉建屋に伝達さ

せる。 

内径  mm，板厚  

mm のパイプ，アーム及

びバルブディスクで構

成される鋼製構造物で

ある。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

真空破壊弁 

真空破壊弁 拡大図 

アーム 
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バルブディスク 

 

 
 

パイプ 
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2.2 評価方針 

真空破壊弁の応力評価は，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及び 

Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づ

き，「3. 評価部位」にて設定する箇所に作用する設計用地震力による応力等が許容限界内に

収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，機能

維持評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の機能方針」にて設定した動的機能維持の方針に基づき，

地震時の応答加速度が動的機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示

す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

真空破壊弁の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 真空破壊弁の耐震評価フロー 

 

 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 （（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（以下「設計・建設規格」という。） 
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計算モデルの設定 

設計用地震力 

地震時における応力 

理論式による応力計算 

真空破壊弁の構造強度評価 真空破壊弁の機能維持評価 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄ 死荷重 ― 

Ｄｉ* 直径（ｉ＝0，1） mm 

１ 長さ mm 

ＭＣ モーメント N･mm 

ＭＤ 機械的荷重 ― 

ＭＬ モーメント N･mm 

ＭＳＡＤ 機械的荷重（ＳＡ時） ― 

Ｎ 軸力 N 

Ｐ 最高使用圧力（内圧） MPa，kPa 

ＰＤ 圧力 ― 

Ｐｅ 最高使用圧力（外圧） MPa，kPa 

ＰＳＡＤ 圧力（ＳＡ時） ― 

Ｑ せん断力 N 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力 ― 

Ｓｄ  弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 ― 

Ｓｍ 設計応力強さ MPa 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 ― 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 MPa 

ｔ１ 厚さ mm 

Ｗ１ 死荷重 N 

Ｚ 断面係数 mm3 

σ  軸方向応力 MPa 

σt 円周方向応力 MPa 

τ せん断応力 MPa 

  注記＊：Ｄｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝0：パイプ外径 

ｉ＝1：パイプ内径 
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3. 評価部位 

真空破壊弁の配置図を図 3－1 に，形状及び主要寸法を図 3－2 に，使用材料及び使用部位を

表 3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 真空破壊弁の配置図 
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注記＊1：Ｗ１（死荷重）の作用点を示す。 

   ＊2： １寸法は最大長さを示す。 

 

① パイプ    ② バルブディスク    ③ アーム 

Ｄ１＝    １＝         ｔ１＝  

 

図 3－2 真空破壊弁の形状及び主要寸法（単位：mm） 

 

 

表 3－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

パイプ SGV49 SGV480 相当 
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4. 固有周期 

真空破壊弁は，パイプが原子炉本体の基礎に埋め込まれた構造であり，原子炉本体の基礎か

らの突出し長さに対して断面剛性が高いため，固有周期は十分に小さく剛構造となる。 

よって，固有周期の計算は省略する。 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 真空破壊弁は，パイプが原子炉本体の基礎に埋め込まれた構造であり，地震荷重は原子

炉本体の基礎を介して原子炉建屋に伝達される。 

   真空破壊弁の耐震評価として，Ⅴ-2-2-4「原子炉本体の基礎の地震応答計算書」におい

て計算された荷重を用いて構造強度評価を行う。また，重大事故等対処設備としての評価

においては，没水時における真空破壊弁内部の水重量を考慮する。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

(3) 概略構造図を表 2－1に示す。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

真空破壊弁の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象施設の評価に用い

るものを表 5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－2に示す。 

詳細な荷重の組合せは，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷

重の組合せは，組み合わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定す

る。 

 

5.2.2 許容応力 

真空破壊弁の許容応力はⅤ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－3 に示すとお

りとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

真空破壊弁の使用材料の許容応力評価条件のうち，設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表 5－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－5に示す。 
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表5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震重要度 

分類 

機器等 

の区分 
荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 

圧力低減設備 

その他の安全 

設備 

真空破壊弁 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

    注記＊：クラス２容器の荷重の組合せ及び許容応力状態で評価する。 
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表5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 

圧力低減設備 

その他の安全 

設備 

真空破壊弁 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ＊3 ⅤＡＳ＊4 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

  ＊2：重大事故等クラス２容器の荷重の組合せ及び許容応力状態で評価する。 

＊3：重大事故等後の最高内圧（差圧），最高温度との組合せを考慮する。  

＊4：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表5－3 クラス２容器の許容応力  

応力分類 

許容 

応力状態 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 一次＋二次＋ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方。 

ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及

び高ニッケル合金については1.2・Ｓとし

てもよい。 

左欄の 

1.5倍の値 ＊1 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0以下であること。ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の

変動値が2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要。 
ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 
左欄の 

1.5倍の値 
ⅤＡＳ＊2 

注記＊1：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313 を除く。Ｓｍは2／3・Ｓｙと読み替える。）

の簡易弾塑性解析を用いる。 

＊2：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

真空破壊弁パイプ SGV49＊ 
周囲環境

温度 
171 ― 229 423 ― 

注記＊：SGV480 相当 

 

 

表5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

真空破壊弁パイプ SGV49＊ 
周囲環境

温度 
200 ― 226 422 ― 

注記＊：SGV480 相当 
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5.2.4 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての設計圧力及び設計温度 

設計基準対象施設としての設計圧力及び設計温度は，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設

計条件に関する説明書」に基づき設定する。 

内圧（差圧）  173kPa 

外圧（差圧）   14kPa 

温度   171℃ 

 

 

(2) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度 

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，以下のとおりとする。 

内圧（差圧）  173kPa 

温度   200℃ 

   

 

(3) 死荷重 

真空破壊弁の自重を死荷重とする。 

なお，重大事故等対処設備においては，没水による内包水を考慮する。 

設計基準対象施設    N 

重大事故等対処設備    N 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－6及び表 5－7に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的地震力」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

 

 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉本体の

基礎 

 

T.M.S.L. 

6.15 

―＊ ―＊ ＣＨ＝0.68 ＣＶ＝0.68 ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.36 

注記＊：固有周期は十分に小さく，計算を省略する。 

 

 

表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉本体の

基礎 

 

T.M.S.L. 

6.15 

―＊ ―＊ ＣＨ＝0.68 ＣＶ＝0.68 ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.36 

注記＊：固有周期は十分に小さく，計算を省略する。 
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5.4 計算方法 

真空破壊弁の応力評価点は，真空破壊弁を構成する部材の形状及び荷重伝達経路を考慮し，

発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力評価点を表 5－8及び図 5－1に示す。 

 

表 5－8 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 
真空破壊弁パイプ 

（P1-A～P1-C） 

 

 

 
 

 

図 5－1 真空破壊弁の応力評価点 
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5.4.1 最高使用圧力(内圧)による応力 

円周方向 

１

１

ｔ
Ｐ・Ｄ

σ ＝
2・ｔ

 

軸方向 

１

１

Ｐ・Ｄ
σ ＝

4・ｔ
 

 

5.4.2 最高使用圧力(外圧)による応力 

円周方向 

１ １

１

e
ｔ

Ｐ ・(Ｄ ＋2・ｔ )
σ ＝－

2・ｔ
 

軸方向 

１ １

１

eＰ ・(Ｄ ＋2・ｔ )
σ ＝－

4・ｔ
 

 

5.4.3 真空破壊弁に作用する荷重による応力 

真空破壊弁に作用する荷重として鉛直方向荷重及び水平方向荷重を考慮する。 

ここで，荷重の作用位置はすべての場合に対して安全側に真空破壊弁パイプの 

外側端（フランジ面）とする。 

また，地震荷重の作用方向を図 5－2のように定める。 
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図5－2 地震荷重の作用方向 

原子炉本体の基礎 

真空破壊弁パイプ 

鉛直方向 

Ｕ 

Ｄ 

原子炉本体の基礎 

真空破壊弁パイプ 

Ｗ Ｅ 

水平方向 

Ｎ 

Ｓ 
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(1) 鉛直方向荷重 

鉛直方向荷重としては，真空破壊弁の死荷重(Ｗ１)がある。この荷重と地震荷重を 

加え合わせて，応力計算を行う。 

a. 死荷重による鉛直方向荷重 

(a) 死荷重 

モーメント 

ＭＬ＝Ｗ１・ 1 

せん断力 

Ｑ＝Ｗ１ 

(b) 地震荷重作用時 

モーメント 

ＭＬ＝±ＣＶ・Ｗ１・ 1 

せん断力 

Ｑ＝±ＣＶ・Ｗ１ 

ここに，ＣＶ：鉛直方向設計震度 

 

(2) 水平方向荷重 

水平方向荷重としては，真空破壊弁の死荷重による水平地震荷重がある。 

a. 死荷重による水平地震荷重 

(a) 地震荷重作用時 

軸力 

Ｎ＝±ＣＨ・Ｗ１ 

モーメント 

ＭＣ＝±ＣＨ・Ｗ１・ 1 

せん断力 

Ｑ＝±ＣＨ・Ｗ１ 

ここに，ＣＨ：水平方向設計震度 
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(3) 各荷重による応力 

(1)項及び(2)項で得られた軸力，モーメント及びせん断力により真空破壊弁パイプに 

生じる応力は以下の式により計算する。 

a. 軸力による応力 

Ａ

Ｎ
＝σ  

ここに， 

Ａ：真空破壊弁パイプの断面積 

０ １

０ １ １

2 2π
＝ ・(Ｄ －Ｄ )

4

Ｄ ＝Ｄ ＋2・ｔ

 

b. モーメントによる応力 

Ｃ ＬＭ Ｍ
σ ＝ 又は

Ｚ Ｚ
 

ここに， 

Ｚ：真空破壊弁パイプの断面係数 

０ １

０

4 4π (Ｄ －Ｄ )
＝ ・

32 Ｄ
 

c. せん断力による応力 

Ａ

Ｑ
τ＝  
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5.5 計算条件 

応力解析に用いる荷重を，「5.2 荷重の組合せ及び許容応力」及び「5.3 設計用地震力」

に示す。 

 

5.6 応力の評価 

「5.4 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。ただし，一次＋二次応力が許

容値を満足しない場合は，設計・建設規格 PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，疲労累積

係数が 1.0 以下であること。 
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6. 機能維持評価 

6.1 動的機能維持評価方法 

真空破壊弁の地震時又は地震後の動的機能維持評価について以下に示す。 

なお，評価用加速度はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき基準地震動Ｓｓ

により定まる応答加速度を設定する。 

真空破壊弁は地震時動的機能維持が確認された逆止弁と類似の構造であるため，Ⅴ-2-1-9

「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。 

評価用加速度は表 5－6及び表 5－7に示すものを用いる。 

機能確認済加速度を表 6－1に示す。 

 

表 6－1 機能確認済加速度 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

真空破壊弁 逆止弁 

水平 6.0 

鉛直 6.0 
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7. 評価結果 

7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

真空破壊弁の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を

満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを確認

した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を表 7－1及び表 7－2に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を表 7-3 に示す。 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
9
-
4-
1
 
R0
 



 

 

2
2
 

表 7－1 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

真空破壊弁 

P1-A 真空破壊弁パイプ 

一次一般膜応力 9 229 ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 9 344 ○  

一次＋二次応力 10 458 ○  

P1-B 真空破壊弁パイプ 

一次一般膜応力 9 229 ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 9 344 ○  

一次＋二次応力 10 458 ○  

P1-C 真空破壊弁パイプ 

一次一般膜応力 7 229 ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 7 344 ○  

一次＋二次応力 10 458 ○  
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表 7－2 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

真空破壊弁 

P1-A 真空破壊弁パイプ 

一次一般膜応力 10 253 ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 10 380 ○  

一次＋二次応力 14 458 ○  

P1-B 真空破壊弁パイプ 

一次一般膜応力 10 253 ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 10 380 ○  

一次＋二次応力 14 458 ○  

P1-C 真空破壊弁パイプ 

一次一般膜応力 8 253 ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 8 380 ○  

一次＋二次応力 14 458 ○  

 

表 7－3 動的機能の評価結果 

 要求機能 
機能維持評価用加速度 機能確認済加速度 

水平 鉛直 水平 鉛直 

真空破壊弁 β（Ｓｓ）＊ 1.37 1.36 6.0 6.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されることを表す 

機能維持評価用加速度（1.2ZPA）は全て機能確認済加速度以下である。 
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6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

真空破壊弁の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有している

ことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価結果を表 7－4に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を表 7-5 に示す。 
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表 7-4 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

真空破壊弁 

P1-A 真空破壊弁パイプ 

一次一般膜応力 14 253 ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 14 379 ○  

一次＋二次応力 16 452 ○  

P1-B 真空破壊弁パイプ 

一次一般膜応力 13 253 ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 13 379 ○  

一次＋二次応力 16 452 ○  

P1-C 真空破壊弁パイプ 

一次一般膜応力 10 253 ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 10 379 ○  

一次＋二次応力 16 452 ○  

 

表 7－5 動的機能の評価結果 

 要求機能 
機能維持評価用加速度 機能確認済加速度 

水平 鉛直 水平 鉛直 

真空破壊弁 β（Ｓｓ）＊ 1.37 1.36 6.0 6.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されることを表す 

機能維持評価用加速度（1.2ZPA）は全て機能確認済加速度以下である。 
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